
議案第４６号資料 
 

令和３年度 
南山城村一般会計補正予算（第９号）概要 

 

 

 

総務費 

 ・ふるさと納税推進事業（企業版）              １，１００千円 

 

民生費  

 ・保健福祉センター管理事業                   ５２０千円 

 ・子育て世帯への臨時特別給付金事業            １０，４５０千円 

 

 

 

補正額合計 １２，０７０千円 



令和３年度一般会計補正予算（第９号）主要事項説明 

款（総務費）・項（総務管理費） 

事 業 名 ふるさと納税推進事業（企業版） 

予 算 額 １，１００千円 新規・継続の別 新規 

事業内容 

≪目的・趣旨≫ 

 企業版ふるさと納税制度を活用し、本村の魅力発信を強化するとと

もに、本村を応援していただける企業の掘り起こし及び企業への積極

且つきめ細やかなサポートを図る。 

≪事業概要≫ 

・本村への寄附企業の開拓 

・営業の企業への制度説明及び本村のプロジェクト説明 

 ・本村と寄附企業との各種連絡及び調整 等 

≪実施内容≫ 

 ふるさと納税推進事業（企業版） 

【委託料】 

企業版ふるさと納税支援業務委託費        ５５０千円 

（寄附金額の１０％ 税別） 

【使用料及び賃借料】 

 企業版ふるさと納税ポータルサイト利用料    ５５０千円 

（寄附金額の１０％ 税別） 

≪歳入≫ 

企業版ふるさとづくり寄附金         ６，５００千円 

【内訳】 

①木津川漁業協同組合（受入済）         ５００千円 

②京都やましろ農業協同組合（見込・年度内） １，０００千円 

 ③株式会社ＭＯＶＩＮＧ（見込・年度内）   ５，０００千円 

※今回の歳出は③の委託事業者経由の寄附に係る経費 

※その他２企業より申出があり調整中（12/17 日現在） 

≪寄附対象事業≫ 

①木津川漁業協同組合           保育所運営事業 

②京都やましろ農業協同組合        茶振興対策事業 

 ③株式会社ＭＯＶＩＮＧ          保育所運営事業 

担当課 企画政策課 
 



令和３年度一般会計補正予算（第９号）主要事項説明 

款（ 民生費 ）・項（社会福祉費） 

事 業 名 保健福祉センター管理事業 

予 算 額   ５２０千円 新規・継続の別 継続 

 

 

事業内容 

 

 

 

 

 

≪目的・趣旨≫ 

 施設の運営に支障を来す設備の不具合が発生したため、修繕を実施

する。 

 不具合の状況 

 ・給湯用配管継手部からの漏水。 

 ・浄化槽調整槽用攪拌装置の漏電。 

   

≪実施内容≫ 

 １．給湯設備配管漏水修理             １箇所 

 ２．浄化槽攪拌ポンプ取替(200ｖ 1.5kw)       １組 

 

 

≪施工場所≫ 

保健福祉センター 

 

 

≪事業費の算出≫ 

 事業費                 ５２０千円 

 【需用費】               ５２０千円 

  修繕料                ５２０千円 

   

担当課 保健医療課 

 



令和３年度一般会計補正予算（第９号）主要事項説明 

款( 民生費 )・項(児童福祉費) 

事 業 名 子育て世帯への臨時特別給付金事業 

予 算 額      １０，４５０千円 新規・継続の別 新規 

事業内容 

≪目的・趣旨≫ 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、その影響によ

り苦しんでいる子育て世帯を支援する観点から、高校生までの子ど

もがいる世帯に対し、臨時特別の給付金を支給することにより、子

育て世帯に対する適切な配慮を行うことを目的とする。（令和 3年

11 月 19 日に閣議決定した経済対策により実施する事業） 

 

≪実施内容≫ 

 ・支給対象者： 

〇令和３年９月分（令和３年９月に出生した児童については、令 

和３年１０月分とする。）の児童手当の受給者 

〇令和３年９月３０日（基準日）において１５歳に達する日以後の

最初の３月３１日を経過した児童であって１８歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間にある者（配偶者を有している者

を除く。）を養育する者（所得額が児童手当法施行令第１条に規

定する額未満の者に限る。） 

〇基準日の翌日以後令和４年３月３１日までに出生した児童の父

母等（所得額が児童手当法施行令第１条に規定する額未満の者に

限る。） 

 
 

 ・対 象 児 童： 

〇令和３年９月分の児童手当に係る児童  

〇基準日において支給対象者に養育される高校生  

〇基準日の翌日から令和４年３月３１日までの間に出生した児童 

 
 

 ・給 付 額：対象児童１人につき５万円（現金給付） 

〔令和３年１２月２８日 （口座に振込予定）〕 

 

≪事業費の算出≫ 

 【事業費】                １０，４５０千円 

   扶助費：対象者 209 名×50,000 円    １０，４５０千円 

 

 【財源】 

   国庫補助金 (補助率 10/10)        １０，４５０千円 

 

担当課 税住民福祉課 

 


